
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岐阜県　養老町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

429.01 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 31,013 72.29

①単年度収支は100%を越えており黒字ですが、通年で見ると減少
傾向にあります。今後、西小倉簡易水道の上水道移行により若干
の給水収益増加が見込まれますが、将来的には給水需要の減少に
より収益の低下が予想される為、経費の見直しを行い削減に努める
必要があります。
②継続して0%を維持しておりますが、給水収益の減少が見込まれる
為、将来的に欠損金を出さないよう引き締めて運用していく必要が
あります。
③平成26年度においては類似団体平均値、全国平均値を、若干上
回ることができましたが、今後の予測として、企業債借入を減らしな
がら老朽化した管路の更新を行う必要があり、流動負債の増加が
見込まれることから、流動比率は減少すると思われます。今後とも
債務に対応する現金等の確保を心掛け、事業運営を行う必要があ
ります。
④類似団体平均値、全国平均値から見ても高い数値となっておりま
す。これは耐震管布設替、簡易水道から上水道への移行等が重な
り企業債借入が増加した為です。人口減少による給水収益の増加
が見込めないことから、長期的な管路更新計画を立て企業債借入を
減らす必要があります。
⑤数値が高すぎず、低すぎず適正であると言えます。しかしながら、
給水原価が増加傾向にある為、今後100%を割らないように経常費
用の削減等の対策が必要です。
⑥施設修繕費の増加等により給水原価も増加傾向にあります。現
在は類似団体平均値、全国平均値を下回っており効率的な事業運
用が出来ていますが、経費の見直しを行い現状維持に努めます。
⑦類似団体平均値、全国平均値よりも高い水準となっており、施設
規模も適正であると言えます。給水需要の減少により施設利用率の
減少も見込まれますが、ポンプ場の統廃合を必要とする段階ではあ
りません。
⑧類似団体平均値、全国平均値よりも低い水準にあります。平成25
年度より漏水の多い地区を重点的に布設替を行い、また、業者委託
による漏水調査を行った結果、有収率は回復基調にありますが、今
後も老朽管の布設替、漏水箇所の早期発見等、収支のバランスを

見ながら行う必要があります。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

503.29 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 62.61 89.83 3,124 27,681 55.00

2. 老朽化の状況について

①現在の数値は類似団体平均値、全国平均値とほぼ同等の45.55%
となっていますが、昭和53年供用開始当初の構築物の更新が迫っ
ていることから、今後は増加していくと予想されます。
②水道の共用を開始したのは昭和53年のことであり、法定耐用年数
である40年を越えていないため0%となっています。ただし、大量更新
が迫ってきていることから、数年としないうちに数値として表れると予
想されます。
③平成25、26年度と高田押越地区の基幹管路の耐震管布設替を
行った結果、類似団体平均値、全国平均値よりも高い水準となって
います。同地区において平成27、28年度も継続して布設替を行いま
すが、今後の大量更新を向えるに当たり更新が間に合わない現状
です。

①②③より、現在の事業運営状況を鑑みるに、一度にすべての法定
耐用年数を超える施設を更新することは現実的ではない為、法定耐
用年数により一律更新するのではなく、老朽化の激しい管路、漏水
が疑われる管路等優先順位を設けて時期をずらした更新、効率的な
管路網の構築等、負担を平準化しつつ無駄を省いた効率的な管路
網の構築が必要となります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　単年度で見れば健全経営であり、欠損金もなく経常利
益も出すことが出来ています。しかしながら、中長期的
に見ると人口減少による給水収益の減少に加え、耐用年
数を向かえる管路の大量更新等、収入が減り、支出が増
える傾向が強く、現状のままの経営では行き詰まる可能
性があります。
　人口減少を食い止め、養老町の人口を増やすことに
よって給水収益を増加させるという、地方自治体として
の対策も重要ではありますが、地方公営企業として出来
る対策、施設管路の統廃合、経費の見直し、将来的な料
金体系の改定等具体的な数字を交えて確認する必要があ
ります。現在は平成25年度に策定した「水道ビジョン」
に基づいて更新計画を立てていますが、収入と支出のバ
ランスを考え、向こう50年を見通した「経営戦略」の策
定を平成29年度以降に予定しています。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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①経常収支比率(％) 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 7.45 8.50 9.34 9.56 2.80

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 287.35 712.26 455.13 288.57 405.76

平均値 969.16 995.50 915.50 963.24 381.53

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 345.06 399.56 390.54 382.46 416.27

平均値 421.66 414.59 404.78 400.38 393.27

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 130.36 123.93 112.09 108.40 109.91

平均値 99.51 97.71 98.07 96.56 100.47

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 122.66 129.11 142.73 147.26 146.14

平均値 171.34 173.56 172.26 177.14 169.82

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 69.94 70.40 72.21 68.86 61.82

平均値 56.80 55.84 55.68 55.64 55.13

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 68.03 67.48 66.81 70.90 76.63

平均値 83.67 83.11 83.18 83.09 83.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】 

【89.78】 【59.80】 【164.21】 【104.60】 

【46.31】 【12.42】 【0.78】 


